桂川右岸流域下水道洛西浄化センター

下水汚泥固形燃料化事業
様　式　集

平成25年5月
京　　都　　府
平成25年5月14日に公告した「桂川右岸流域下水道洛西浄化センター下水汚泥固形燃料化事業」の入札に係る一般競争入札参加資格申請書及び技術提案書等の作成及び提出については、入札説明書等に従い、本様式集によるものとする。

なお、提出された書類の変更及び修正等は認めない。
１　様式一覧

（1）入札参加資格に関する様式

第１号
一般競争入札参加資格確認申請書 ＜単体業者用＞

第１-２号
一般競争入札参加資格確認申請書 ＜共同企業体用＞

第２号
一般競争入札参加資格審査調書（共通資格要件）＜単体業者用＞

第２-２号
一般競争入札参加資格審査調書（共通資格要件）＜共同企業体用＞

第３号
実施体制表

第４号
配置予定技術者調書（設計に係るもの）
第５号
一般競争入札参加資格審査調書（建設に係るもの）
第６号
施工実績調書（建設に係るもの）
第７号
配置予定技術者調書（建設に係るもの）
第８号
履行実績調書（維持管理運営に係るもの）
第９号
配置予定技術者調書（維持管理運営に係るもの）
第10号
固形燃料化物購入確約書
第11号
共同企業体調書
第11-２号
共同企業体協定書
第11-３号
共同企業体委任状

（2）申込書・質問書等
第12号
現場確認･資料貸与申込書
第13号
確認申請書、設計図書等に関する質疑書
（3）技術提案書様式
第14号
技術提案事項に関する確約書

第14-２号
技術提案書提出書（正本・副本）

第14-３号　　技術提案書のヒアリング連絡先報告票

（要求水準に係る評価審査書）

第15号
技術提案の概要
第15-２号
基本計画（本事業全般）に関する提案書

第15-３号
基本計画（施設計画設計）に関する提案書

第15-４号
基本計画（施設規模、編成）に関する提案書

第15-５号
基本計画（配置計画）に関する提案書

第15-６号
基本計画（計量）に関する提案書

第15-７号
基本計画（環境対策）に関する提案書

第15-８号
基本計画（各設備共通）に関する提案書

第15-９号
基本計画（固形燃料化物）に関する提案書

第15-10号
基本計画（安定性）に関する提案書

第15-11号
基本計画（安全性）に関する提案書

第16号
設計・建設（機械設備）に関する提案書

第16-２号
設計・建設（電気設備）に関する提案書

第16-３号
設計・建設（土木）に関する提案書

第16-４号
設計・建設（建築・建築設備）に関する提案書

第17号
維持管理運営（維持管理運営体制）に関する提案書

第17-２号
維持管理運営（点検計画）に関する提案書

第17-３号
維持管理運営（法令点検）に関する提案書

第17-４号
維持管理運営（修繕計画）に関する提案書

第17-５号
維持管理運営（定期修繕）に関する提案書

第17-６号
維持管理運営（大規模修繕）に関する提案書

第17-７号
維持管理運営（物品・測定・緊急時対応・固形燃料化物の品質管理）
に関する提案書

第17-８号
維持管理運営（固形燃料化物の利用）に関する提案書
（落札者決定基準に係る評価審査書）

第18号
評価項目（府内からの資材調達）に関する提案書
第18-２号
評価項目（府内企業の事業実施状況）に関する提案書

第18-３号
評価項目（事業実施体制の安定性(固形燃料化物の受入体制)）に関する提案書

第18-４号
評価項目（事業実施体制の安定性(特別目的会社の構成員)）に関する提案書

第18-５号
評価項目（安全性の向上）に関する提案書

第18-６号
評価項目（緊急時の対応）に関する提案書

第18-７号
評価項目（水処理への影響）に関する提案書

第18-８号
評価項目（温室効果ガス排出量の低減）に関する提案書

第18-９号
評価項目（臭気対策）に関する提案書

（事業費等に係る評価審査書）

第19号 
事業費内訳書
第20号 
設計費内訳書

第21号 
建設費内訳書

第21-２号
機械設備工事費内訳書

第21-３号
機械設備工事費明細書

第21-４号
電気設備工事費内訳書

第21-５号
電気設備工事費明細書

第21-６号
土木工事費内訳書

第21-７号
土木工事費明細書

第21-８号
建築工事費内訳書

第21-９号
建築工事費明細書

第22号
固形燃料化物買取り単価
第23号
維持管理運営費内訳書

第23-２号
維持管理運営費明細書

第23-３号
維持管理運営費明細書（外部委託業務費）

第23-４号
維持管理運営費明細書（大規模修繕費）

第24号
ライフサイクルコスト算定表
第25号
入札書
２　技術提案書の作成要領等
2-1　提出部数等

(1) 技術提案書は、様式第14号から第24号までの様式により作成し、正本１部及び副本３部を提出すること。

(2) 正本は、様式第14号から第24号まで（図面及び添付資料を含む。）の全てを様式の順に一括して綴り、代表者の印鑑で割印して提出すること。

(3) 副本は、様式第14号から第24号まで（図面及び添付資料を含む。）の全てを様式の順に一括して綴り、提出すること。

(4) 図面はSXF(sfc)形式及びpdf形式により、他はWord形式又はExcel形式（Windows版で処理可能なものに限る。）により技術提案書の内容を電子データ化し、電子データを納めた電子媒体（CD-R）を４部提出すること。

2-2　要求水準及び落札者決定基準に係る評価審査書の作成要領
(1) 技術提案書は、入札説明書及び本様式集等に記載した注意事項等を踏まえて作成すること。

(2) 各様式のサイズはＡ４判又はＡ３判とし、Ａ３判はＡ４判の大きさに折り込んで左綴じで製本すること。

(3) 使用言語は日本語とし、使用する単位は計量法（平成４年法律第51号）に定めるところによること。

(4) 技術提案書の様式の頁数は、１様式当たり３頁以内とする（図面及び添付資料(又は参考資料)の頁数は自由とする。）が、分かりやすく、見やすい資料とすること。

(5) １様式の提案が、複数枚となる場合は、各様式の右端に通し番号（該当頁／全頁数）を振ること。また、各頁の左上に、様式番号を記載すること。
(6) 使用する文字の大きさは、10.5ポイント以上とし、上下左右に20mm程度の余白を設定すること。（図面及び添付書類を除く。）
(7) 金額を記入する場合は、特別の定めがある場合を除き「税抜き」とすること。

2-3　事業費等に係る評価審査書の作成要領
（1）設計費及び建設費

ア　共通事項

（ア）設計費に関する詳細は「下水道用設計標準歩掛表 平成２４年度－設計委託－」を参考とすること。

（イ）建設費に関する詳細は「下水道用設計標準歩掛表 平成２４年度－ポンプ場・処理場－」を参考とすること。

（ウ）建設費の内訳は土木工事、建築工事、機械設備工事及び電気設備工事とする。

（エ）機械設備工事及び電気設備工事の試運転費については、次のとおりとし、直接工事費に含むものとする。

① 機器の個別試運転費

② 各分析費

③ 電力費・薬品費・燃料費等の用役費

④ 処分費（試運転により生じた固形燃料化物、副製造物）

＊　各費用とも、間接工事費、設計技術費及び一般管理費等、積算要領及び積算基準に算定方法（率の算出や積上げ等）が定まっているものは、これに準拠するよう特に注意すること。
イ　土木工事及び建築工事

（ア）杭基礎工については、杭打設工法、杭種、杭径、杭長及び本数等を明記の上、杭材料費及び残土処分費を含めた価格を記載すること。

（イ）躯体工については、構造物の形状を明記の上、躯体コンクリート・鉄筋・型枠・掘削・基礎砕石等を含んだ価格を記載すること。

（ウ）建築物については、構造・規模及び外部仕上げの仕様を明記の上、建築物の他に建築機械設備、建築電気設備を含んだ価格を記載すること。

（エ）外部仕上げについては、仕様を明記の上、各建築物の価格に含んで算定すること。

（オ）地下燃料タンク等を設置する場合、規模及び形状を明記の上、基礎及び躯体工等を含んだ価格を記載すること。

（カ）緑化等については、規模及び仕様を明記の上、価格を記載すること。

ウ　機械設備工事

（ア）機器費については、設備区分例に従って内訳明細の合計額を記載し、その他は一式の価格を記載すること。

（イ）設備区分毎の主要な機器について、計上・寸歩欄の記載例に準じて機器名称及び仕様（概略形状寸法材質、能力、電動機出力等）を記載すること。また、フローシート及び機器一覧表と共通する機器番号を併記すること。

エ　電気設備工事

（ア）機器費については、設備区分例に従って内訳明細の合計額を記載し、その他は一式の価格を記載すること。

（イ）設備区分毎の主要な機器について、寸法・形状欄の記載例に準じて機器名称、構成面数及び仕様（形式、容量、概略処理点数等）を記載すること。また、フローシート及び機器一覧表と共通する機器番号を併記すること。なお、計装設備についてはループごとに記載すること。

（2）諸手続に係る費用

建築基準法、消防法その他法令による諸手続に係る費用（実費）を建築費に計上すること。計上の際には、消費税の取扱いに注意すること。
（3）維持管理運営費

ア　維持管理運営費は、固定費（処理汚泥量にかかわりなく支払われる固定的な費用）と変動費（処理汚泥量に応じて支払われる変動的な費用）とに区分して算定すること。

イ　変動費は、処理汚泥量に変動費単価を乗じて算定した額を、固定費は、事業期間において事業契約書に記載された額を支払うものとする。
ウ　変動費と固定費との区分は、事業者が設定すること。ただし、その設定根拠及び数値の根拠が分かる資料を添付すること。

エ　定期点検（法定）、分析業務及び産廃処分等に要する費用については、外部委託業務費に含めるものとする。なお、事業者が計量証明事業登録をしており、自ら分析等の業務を行う場合は、事業者が自ら行う業務の内容を明らかにするとともに、登録証の写しを添付すること。
オ　諸経費には、業務管理費及び一般管理費のほか、直接経費（事業者が専ら使用する備品及び業務履行に必要な消耗品費等の費用）、技術経費（業務に係わる平素の技術能力の向上及び技術水準の確保に要する経費）及び間接業務費（業務の実施に必要な経費であり、安全通信費、通信連絡費、旅費交通費及び法定福利費が含まれた経費）を含むものとする。

（4）ライフサイクルコスト試算表

設計、建設及び維持管理運営におけるライフサイクルコストを算定し、様式第24号に記載すること。また、提案価格との整合を図ること。
（5）記載する金額
記載する金額は、特別の定めがある場合を除き「税抜き」とする。

2-4　ユーティリティ等単価
事業費及び入札価格作成におけるユーティリティ等の単価は、下表のとおりとする。

	項目
	単価
	備考

	電力
	電力料金
（税抜き）
	提案価格
	

	補助燃料
	消化ガス使用料金

（税抜き）
	40.0円/ｍ3
	都市ガス単価より設定

	
	補助燃料使用料金
	提案価格
	燃料の種類は任意

	汚水排水
	処理費用
	0円/ｍ3
	

	上水
	水道料金

（税抜き）
	245.5円/ｍ3
	平成24年度実績単価

	脱水汚泥の場外処分費（運搬費含む）　（税抜き）
	20,000円/ｍ3
	平成24年度実績単価

	上記以外の維持管理費
	提案価格
	修繕費、副製造物処分費、固形燃料化物売買価格等



